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１．はじめに 

 

我が国では、行政改革の一環として 2005 年 10 月に

道路関係四公団が６つの株式会社に分割・民営化された。 
民営化の目的は、①約 40 兆円に上る有利子債務の確

実な返済、②真に必要な道路を、少ない国民負担で建設、

③民間ノウハウによる多様で弾力的な料金やサービス提

供 とされており、これら目的のもと平成 18 年 4 月か

ら本格民営化された各道路会社は、民営化後 45 年間で

着実に債務を返済するため、民営化時点で予測される交

通量と管理費等に基づき締結した協定に則り有料道路事

業を運営していくこととなった。 

つまり、協定において45年間毎年度の計画交通量（計

画収入A）、計画管理費B、債務の返済額（貸付料C）が、

A=B＋Cという形で決定されたことになる。なお、民営化

後の道路事業においては、料金に利潤を見込まない（料

金収入で利益を出さない）こととされている。 

現実の運営においては、交通量や収入（A’）は、景気

動向など様々な要因により日々変化するものであるため、

常にその変動を把握しながら、既定の債務返済額（C）

を差し引いた残りの額を管理費（B’）として収支の均衡

を保つ必要がある。 

そこで、限られた計画管理費を、種々の管理運営施策

に対して如何に分配すれば、安全、安心、快適な都市高

速道路の運営を実現し、利用者の安定的確保あるいは増

客となって、債務返済を確実にすることが出来るのかと

いう点で、より有効な支出分配方策を明らかにし、その

意思決定を支援するモデルの構築を行う。 
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２．料金収入と管理費の関係 

 

（１）計画交通量（計画収入）と計画管理費 

民営化後45年後までを見通した計画に基づき締結さ

れている協定における計画管理費は、各道路の近年の管

理実態をもとに民営化前のコスト3割削減の自助努力を

反映して設定され、実際の管理運営はこれをもとに現場

実態に応じてなされている。 

実際の管理運営においてまずは年度内の収入と支出

（管理費）を均衡させるため、例えば年度途中で交通量

が計画値を下回った場合は、直接的に交通量に影響の及

ばない管理費を抑制し、次に交通量（収入）の増に向け

て即効性のある管理費を増額するなどにより収支のバラ

ンスをコントロールする必要が生じてくる。 

すなわち、計画管理費の枠内という一定の上限のも

とで交通量（収入）を最適化（計画通りあるいは最大

化）できる管理への支出、あるいは景気動向などの影響

を受けて増減する交通量（収入）に見合った管理費の支

出を見極めることが必要となる（図－１）。 

なお、阪神高速道路の当初協定における平成18年度

の計画収入、計画管理費、貸付料支払い（債務返済額）

はそれぞれ、1,899億円、422億円、1,477億円となって

いる。1) 

 

図－１ 計画管理費、計画収入、貸付料の関係（イメージ図） 
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（２）管理費のコスト削減と交通への影響 

有料道路の維持管理コストは、大まかに分類すれば、 

①料金収受費（料金所での収受員配置等） 

②交通管理費（パトロール、交通事故対応等） 

③道路保全費（舗装、橋梁、トンネル等の機能保存） 

④道路交通情報提供を含む広報・公聴費 

といったものがある。 

各道路会社は、管理費の削減について民営化の以前

から取り組んできており、最近では平成14年度を初年度

として平成17年度までに3割削減を目標とした抜本的な

コスト削減計画を立てて実施してきた。 

その結果、管理費トータルとしては概ね3割削減が達

成できた状況となった。削減計画に伴う主な管理費の推

移と交通現象への影響については表－１のとおり。 

 

表－１ 管理コストと交通現象の推移（阪神高速データを元に作成） 

 
表－１のデータによれば、維持修繕費では平成17年

度は対平成14年度比で3割の削減を行い、それに応じて、

清掃頻度も対平成14年度比で4割削減を達成している。 

関連する交通現象例として、飛び石事故や苦情など

の1kmあたりの不具合件数が1.4倍に増加している。 

また、パトロール等を行う交通管理費についても同

じく3割余の削減を達成している。 

関連する交通現象例として、事故件数は1割増加して

いるが、渋滞回数は数％増減している状況である。 

一方、料金収受費は、予算上では約4割の削減を行っ

ているが、収受手段を収受員（人）からＥＴＣへ移行段

階にあることから基本的に交通現象への影響は与えない

ように進められている。 

このように、管理費の各項目におけるコスト削減は、

何らかの影響を交通へ及ぼす可能性があることは見て取

れるものの、例えば、清掃頻度でいえば各路線一律に削

減したか交通量の多寡に応じて調整したかなどを含めた

分析は検討段階にあり、どの項目をどの程度まで削減で

きるか、交通に対する直接的な影響との因果関係などに

ついては、現段階では定性的・定量的な把握は出来てお

らず、今後も試行しつつ見極めていく必要がある。 

なお、各道路会社では、維持管理（サービス）水準

の定量化・指標化に向けて、お客さま満足度(ＣＳ)調査

などの取り組みを開始している。 

 

（３）計画交通量及び計画収入とそれぞれの実績値 

a)管理コスト削減段階の交通量と収入への影響 

（２）では、管理費の各項目においてコスト削減を行っ

たことと、事故がなど交通への影響について何らかの因

果関係を見いだす途上であることを説明したが、月や年

度といった範囲での影響については以下の通りである。 

そもそも都市高速道路の短期交通量予測は、近年

（過去2年程度）の交通量実績をもとに一次回帰的に傾

向線を算出し、さらに季節変動を加味した月別の予測交

通量を算出する方法により行っており、それに一定の料

金率を乗じるなどして月別収入を算定している。 

図－２に、平成13年度～17年度の交通量と収入の計

画値と実績値を示す。この期間のうち、平成14年度から

平成17年度にかけては、先述の管理費3割削減を段階的

に実施してきた時期にあたるが、計画交通量（予算）は、

景気動向などから平成16年度まで減り続ける予測として

いたが、実際の交通量は平成14年度以降漸増しており、

コスト削減との影響は直接的には見出すことはできない

し、収入についても同じく減少傾向の予測に反して平成

14年度以降増加している。 

以上のように、交通量や収入は社会全体の経済状況

などの全体に影響を及ぼす事柄によるものが大きいとみ

られる。 
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図－２ 交通量と料金収入の推移（阪神高速データ） 

 

b)計画収入と実収入との乖離の動向 

次に平成17年度一年間における月ごとの交通量と収入

の予測と結果については、図－３に示すとおりであるが、

交通量については実績がほぼ計画どおりであるといえる。 

一方、収入については、実収入と計画収入の誤差は、

民営化の10月以降月平均では+1.3％である。 

当初協定の平成18年度の計画収入（約1,899億円）で

換算すると、約25億円の超過であるといえる。 

同じく当初協定上の平成18年度の計画管理費が422億

円であることからすれば、年度の計画管理費総額の約

6％に相当する額について支出調整の必要が生じている

と見ることが出来る。 

 

H14 H15 H16 H17

維持修繕費 H14を100 100 95 83 70

清掃頻度 H14を1 1.00 0.92 0.54 0.58

1kmあたり不具合 〃 1.00 1.35 1.31 1.40

料金収受費 H14を100 100 93 79 61

ETC利用率 ％ 2.2 7.4 17.3 46.0

交通管理費 H14を100 100 94 81 67

事故件数 H14を1 1.00 1.11 1.10 1.11

渋滞回数 〃 1.00 1.03 1.01 0.95



図－３ 交通量と収入の月別動向（阪神高速データ） 

 

３．管理費の支出に対する意思決定支援システムの構築 

 

（１）システム構築とマルチエージェント 

以上のように、現実の管理運営では、計画した交通量

や収入に対して実績値が日々変動する状況下であるため、

常にその結果や動向を把握しながらどの管理項目への支

出を執行、抑制するかを意思決定して、収支均衡を保つ

必要がある。このため仮想の道路会社モデルを構築し、

そこで試行錯誤的に施策を実施しその効果を検証するこ

とで実際の意思決定を支援するシステムの構築を試みる。 

すなわち、先に述べた計画収入と実収入との差額ｄに

対する各管理項目の支出配分を、交通量の増につながる

支出の比率を上げることで支出効果を高める解を試行錯

誤的に求めることによって限られた管理費をより有効に

支出する判断を支援する仕組みである。 

そのため、例えば先述の4つの管理項目を各々エージ

ェントとしたマルチエージェントシステムで取り扱い、

支出を実行した場合の効果を料金収入の増などで費用化

し、それに支出した費用との和（効果は正、支出は負）

を最大化することを目指しつつ、全ての管理項目の支出

費用の総和を計画収入と実収入との差額ｄに均衡させる

ものとする。 

各エージェントは、各自が置かれた状態の情報を情報

交換やネゴシエーションなどの相互作用により共有なが

らそれぞれの報酬を最大化させる方向へ進むものとする。

その一方で、経営全般を見る経営エージェントは、管理

項目エージェントと相互作用を行いながら収入の差額ｄ

に均衡するかとの確認、交通量への影響による収入の増

減、お客さま満足度などを総合的に判断し、それらを満

足する状態となる各エージェントの行動をもって管理項

目の有効な分配結果とする（図－４）。 

4つの管理項目の行動に対する報酬の内容については、

実際の詳細な項目については別途検討することとして概

略は例えば以下のようなものが考えられる。 

行動ａ1：料金収受 

報酬ｒ1：ａ1に伴う料金所処理能力向上による収入の

増額分と料金収受費用の差 

行動ａ2:交通管理 

報酬ｒ2: ａ2に伴う落下物や事故の早期撤去による渋

滞の減等による収入の増額分と交通管理費

用の差 

行動ａ3:道路保全 

報酬ｒ3: ａ3に伴う路面平坦性向上、構造物長寿命化

による収入の増額分と道路保全費用の差 

行動ａ4:広報公聴 

報酬ｒ4: ａ4に伴う円滑な走行、CS向上による収入の

増額分と広報公聴費用の差 

 

図－４ 管理項目エージェントによる意思決定フローイメージ 

 

（２）エージェントの学習手法と意思決定フロー 

これらの各報酬ｒの総和を試行錯誤しながら最大値に

近づけるためエージェントを繰り返し学習させる必要が

あるが、その手法として一般的とされる強化学習を適用

することとする。 

ここでは、それぞれの管理行動が動的に独立して複雑

かつ多岐にわたるなどから報酬の推定について他の報酬

に依存しないほうが適用しやすいと考えられるため、ま

ずは非ブートストラップ型を前提とした強化学習の適用

を試みる。 

例えば、モンテカルロ法を適用する場合、以下の更新

式により報酬の和を更新する。 
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SumReward（ｓt ,ａt） ← SumReward（ｓt ,ａt）＋ｒ, 

where ｔ＝０,･･･,episode－１； 
Ｑ（ｓ，ａ） ← SumReward（ｓ,ａ）/ RewardCount,

∀ｓ∈Ｓ，∀ａ∈Ａ 
SumReward（ｓ,ａ）は状態ｓにおいて行動ａを実施したときに得

た報酬の累積値。 

ｒとＱ（ｓ，ａ）は報酬と状態ｓにおいて行動ａをとるときの価

値、RewardCountは報酬獲得回数を示す。特に、時刻ｔは前の報酬獲

得からの経過時間（実行回数）を示し、新たに報酬が獲得されると

０にリセットされる。2) 

 

（３）システム構築に向けた課題と展望 

まず第一の課題としては、２．で述べたとおり、現段

階では都市高速道路の管理においては、管理の各行動が

交通に与える影響については、定性的、定量的ともに把

握が出来ていないため、表－１などのデータや維持管理

（サービス）水準の定量化・指標化などの取り組みを踏

まえ、支出による効果を費用化し、各エージェントの報

酬獲得に対する設定を試行錯誤的に行う必要がある。 

当面のモデルにおいては、簡便に収入の差額ｄ＞0の

場合にその余剰分を有効に分配するシステムを構築する

こととし、各エージェント間の相互作用の有無が分配結

果へ及ぼす影響などについて知見を得ることを目差す。 

次のステップとして、支出による交通への効果をさら

に循環的に収入へ反映させたうえ収束させるシステムへ

の改良を考えている。 

また、それぞれの管理項目の行動を単に費用化する段

階から、例えば交通管理エージェントの意思決定ルール

に巡回頻度や密度、発着地点（基地局）の配置などをよ

り現実の現象にあった行動を加えるなど、それぞれのエ

ージェントをモジュールとしてとらえ、ルールに具体的

な行動を記述することで、経営上の諸政策をよりリアル

にシミュレーション出来るモデルへの展開、あるいは、

会社内部のエージェントに加え、利用者や行政、沿道住

民といった外部のステークホルダーをエージェントとし

て、走行安全性の向上、渋滞の緩和および沿道環境の改

善などを評価できるモジュールとして追加構成し、有料

道路の社会的な役割についてもシミュレーションできる

モデルの構築も視野に入れている。 

 

４．最後に 

本研究は、道路関係四公団の民営化に伴ってこれま

での社会基盤としての公共性を最優先した高速道路の管

理運営から、民営化会社による経営の観点に立った管理

運営への移行にあたり必要となる意思決定支援モデルの

構築を目差すものであるが、その構築にあたっては今回

の民営化の趣旨に添って45年以内の確実な償還を進めつ

つ、高速道路が安全、安心かつ快適なネットワークとし

て公共の福祉としての役割を果たすことを目的としてい

ることが重要である。 

そのために、交通安全や交通の円滑化、環境改善な

どを通じた都市高速道路の社会的責任が果たされ、その

結果、好循環として新規路線の建設を含んだ広義の道路

管理（計画管理＝Project Management）の寄与につ

ながるモデルへの発展を目指したい。 
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